
構造改革特別区域計画 

 
1. 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
   秋田県仙北郡千畑町 

 
2. 構造改革特別区域の名称 
   千畑町幼保一体的運営特区 

 
3. 構造改革特別区域の範囲 
   秋田県仙北郡千畑町の全域 

 
4. 構造改革特別区域の特性 
  本町の人口は８，６３７人・世帯数２，２２６（平成１５年３月末日現在）、高齢

者率２７．５％、就学前児童数が人口の４．３％で人口の減少と少子高齢化、過疎化

が顕著に進んでいる。（参考資料１参照） 

  地形は東部の山岳を源とする２つの１級河川が運ぶ肥沃な扇状地となっており、そ

の肥沃な土壌によって穀倉地帯を形成している。従って、本町の基幹産業は稲作を主

体とする農業ではあるが、近年は農業情勢も厳しく兼業農家が増加し、専業農家は減

少傾向にある。さらに、農業従事者の高齢化、農業後継者の他産業就労、農業の担い

手不足など多くの課題を抱えている。 

こうした状況の中で、女性の就労体系が変わり共働き夫婦の家庭が増え、核家族や

母（父）子家庭も増加している。また、少子化が顕著に進む中で、幼児同士の触れ合

う機会が減少し社会性を育むうえで課題が生じている。このようなことから、子育て

家庭の多様なニーズに応えるため、実情に即した特色ある幼児の養護・教育と子育て

支援対策の行政サービスが望まれている。 

 
5. 構造改革特別区域計画の意義 
  徐々に少子化が進む中で、地域の幼児同士の交流機会も日常的に少なくなって来

ており、加えて兄弟も少なく、幼児期に必要とされるべき幼児同士の刺激と交流が充

分に得られない状況にある。さらに、幼稚園と保育所が個々に運営されているため、

そのことに拍車がかけられており幼児の社会性を涵養することに支障を来たしてい

る。しかし、幸いにも当町の幼稚園と保育所は平成８年と９年に横並びに接近し建築さ

れている。そして、平成１４年には２つの園舎の中間に子育て支援センターが建築され、

園舎は連結し両方の児童、保護者、職員の往来が可能となった。平成１５年からこの一

体化した施設を千畑町幼児教育センターなかよし園と称し運営している。この恵まれた



環境は特区として容認され、幼保の一体的な運営（合同保育活動事業・保育の実施に係

る事務の教育委員会への委任事業）を実施することでさらに有効に活用出来るものであ

る。これに伴い幼児の豊かな人間性、社会性、創造性を涵養していく上で大きな成果が

得られると共に、保護者への負担が軽減され多様なニーズに応えることとなる。 

 
6. 構造改革特別区域計画の目標 
 現在、保育所では年長組の人数が少なく子供に求められている刺激と交流が不足

ぎみになっており社会性、創造性、生きる力の基礎を育むうえで懸念されている。

一方幼稚園では保育所児数が増えていく傾向にあるため、徐々に児童数が減少し同

じような現象が生じてくると予測されている。さらに今後も少子化は徐々に進んで

いくことから、現状の運営体制では幼児の成長過程に何らかの支障を及ぼすものと

懸念されている。また、入退園所の窓口事務、運営事務もそれぞれ区分されており、

行政サービスの面においても多くの課題を抱えており、それらを解決、克服してい

く上で、幼稚園児と保育所児の合同活動事業と保育の実施に係る事務の教育委員会

への委任事業の実施は必須の要件である。 

少子化の現状のなかで、同年齢の幼児及び異年齢間においても刺激と交流を享受

させ、豊かな創造性と社会性を育む機会を提供していかなければならない。また、

今後は働く喜びと子育ての喜びが同時に得られ、安心して子育てが出来るような環

境の整備が必要である。さらに、窓口事務の一元化により保護者への負担も軽減さ

れなければならない。併設されている｢子育て支援センター｣の事業と連携を図りな

がら支援活動の企画、情報提供、育児不安に対する相談指導活動を通じて、この特

別区域の幼児の養護・教育と子育て支援の基盤を形成していくものである。 

 

7. 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的 
効果 

  同じ地域の幼児でありながら保護者の事情の違いにより、幼稚園と保育所に区分さ

れ、異なる活動をしていたが、特区の導入に伴いより多くの刺激を受け、より多くの

幼児と交流することで豊かな人間性、社会性を育むことが出来る。小学校入学後も負

担が少なく円滑に行動もできる。また、個々に持たれていた諸行事や保護者会は一本

化でき、入退園手続き、育児相談など保護者への負担軽減も様々な角度から見込まれ、

保護者のニーズに沿った行政サービスである。 

  平成１６年度における特区内での合同保育活動が可能となる幼児数は、５歳児６４

名（幼稚園３５名・保育所２９名）、４歳児６０名（幼稚園３３名・保育所２７名）、

３歳児５７名（幼稚園２３名・保育所３４名）合計１８１名となるが、幼児数が減少

傾向にある中で３年後には、５歳児６３名（幼稚園 3０名・保育所３３名）、４歳児

６３名（幼稚園２３名・保育所４０名）、３歳児４６名（幼稚園１６名・保育所３０



名）合計１７２名で、その後も１５７名から１３９名の合同保育活動をすることがで

きると見込んでいる。 

当町の財政事情も経常収支比率が８４％に達し硬直化してきている。保育所と幼稚

園の運営経費の節減も大きな課題の一つとなっている。幼保の一体的運営は保育職員

の配置の効率性と資質を高め、必要経費の節減も見込まれ、運営費の引き下げに結び

つくものであり、構造改革路線に沿うものである。 

稲作を基幹とする専業農家数が減少し、兼業農家へと移行し、生産者は高齢化して

きている。反面、若い労働者は２次３次産業への就労が増加し、共働き夫婦、女性の

社会進出が顕著となっている。農業サイドでは農地の有効活用とその保全が課題とな

っており、若い労働力の必要性が求められている。そのためにも幼児の養護・教育と

子育て家庭に対する支援強化は地域住民のニーズである。そのニーズに行政側が応え

ることで、地域住民は働く喜びと子育ての喜びを同時に得られ、夢と希望の持てる町

づくりと社会づくりが実現する。 

 
8. 特定事業の名称 
  ・幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業 

・保育所における保育所児及び幼稚園児の合同活動事業 

・保育の実施に係る事務の教育委員会への委任事業 

 

9. 構造改革特別区域において実施しまたはその実施を促進しようとする特定
事業に関する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団

体が必要と認める事項 
   幼稚園と保育所の合同活動事業及び保育の実施に係る事務の教育委員会への委

任事業を円滑に実施し、より一層一体的な運営を行うために特定事業と併せて次

の事項を実施するものとする。 
   ・一体化施設の運営に必要な規定の制定 

・幼児の食生活を統一的に指導するために同一の給食を提供 

・幼稚園教諭免許と保育士資格を併有する職員の採用と園内研修の強化 

   ・保護者会諸行事の一本化 

   また、地域子育て支援センター事業と保育所地域活動事業を幼保の一体的運営と

絡め、区域の全ての子育て家庭の支援活動として、次のことを実施する。 

   ・育児相談、育児講座の開設 

   ・育児情報の提供 

・園開放 

・幼児の異年齢間交流及び未就園児交流の実施 

   ・お年寄りとの交流 



   ・子育てサークルとの交流 

   ・子育てボランティアの育成 

  そして、幼稚園、保育所、子育て支援センターの３つの施設が連結されたこの敷地

内で、それぞれの機能をうまく絡み合わせ、子育て家庭の多様なニーズに応えるベ

く、この地域の特色に沿った幼児の養護・教育と子育て支援の基盤を形成する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙 

 

1. 特定事業の名称 

  番 号  ８０７ 

  名 称  幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業 

 

2. 当該規制の特例措置の適用を受けようとするもの 

千畑町立千畑幼稚園 

 施設の設置主体：千畑町 

 施設の規模  ：床面積 １，６６３．００㎡（鉄筋コンクリート平屋建て） 

 施設の所在地 ：秋田県仙北郡千畑町土崎字上野乙３０番地 

 

3. 当該規制の特例措置の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

4. 特定事業の内容 

  事業に関与する主体：  千畑町 

  事業が行われる区域：  千畑町の全域 

  事業の実施期間： 構造改革特別区域計画の認定を受けた日から 

  概     要： 構造改革特別区域計画の認定後、幼稚園と保育所が連結された

施設、千畑町幼児教育センターなかよし園において幼稚園児及

び保育所児の合同保育活動を次のように行う。 

          ・幼稚園の保育室において 

４歳、５歳の幼稚園児と保育所児が合同でクラスを編成し幼稚

園教諭と保育所の保育士が同一の指導計画に基づき保育活動を

行う。 

・保育所の保育室において 

３歳の幼稚園児と保育所児が合同でクラスを編成し幼稚園教

諭と保育所の保育士が同一の指導計画に基づき保育活動を行う。 

（平成１５年度を例に現況及び計画概要を作成したので参考資

料２と３を参照） 

 

5. 当該規制の特例措置の内容  

厳しい農業情勢の中で、兼業農家と共働き夫婦が増加し、過疎化と少子高齢化が

顕著に進んでいる。当町では統合の幼稚園１園と保育所１所を設置し、それぞれ運

営しているが少子化と保育所児の増加傾向により、平成１５年の入園児童数は１１



８名で園の定員である１８０名を下回っている。３年後の入園児童数は６９名で５

年後では４８名と見込まれる。 

当町の幼稚園と保育所は、同一敷地内に横並びに建てられ、中央に子育て支援セ

ンターを擁し、連結（合築）されている。こうした現況と保護者の要望を踏まえ、

幼稚園設置基準の専任規定に関する特例措置を適用することにより、幼稚園児と保

育所児の合同保育活動事業を実施し、集団のなかで幼児の豊かな人間性と社会性を

涵養し健全な発達を助長しようとするものである。 

 

 

 



別 紙 

 

1. 特定事業の名称 

  番 号  ９１４ 

  名 称  保育所における保育所児及び幼稚園児の合同活動事業 

 

2. 当該規制の特例措置の適用を受けようとするもの 

千畑町立千畑保育園 

 施設の設置主体：千畑町 

 施設の規模  ：床面積 ２，００９．８４㎡（鉄筋コンクリート平屋建て） 

 施設の所在地 ：秋田県仙北郡千畑町土崎字上野乙３１番地 

 

3. 当該規制の特例措置の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

4. 特定事業の内容 

  事業に関与する主体：  千畑町 

  事業が行われる区域：  千畑町の全域 

  事業の実施期間： 構造改革特別区域計画の認定を受けた日から 

  概     要： 構造改革特別区域計画の認定後、保育所と幼稚園が連結された

施設、千畑町幼児教育センターなかよし園において保育所児及

び幼稚園児の合同保育活動を次のように行う。 

・保育所の保育室において 

３歳の保育所児と幼稚園児が合同でクラスを編成し保育所の

保育士と幼稚園教諭が同一の指導計画に基づき保育活動を行う。 

・幼稚園の保育室において 

４歳、５歳の保育所児と幼稚園児が合同でクラスを編成し保育所

の保育士と幼稚園教諭が同一の指導計画に基づき保育活動を行う。 

（平成１５年度を例に現況及び計画概要を作成したので参考

資料２と３を参照）           

 

5. 当該規制の特例措置の内容  

厳しい農業情勢の中で、兼業農家と共働き夫婦が増加し、過疎化と少子高齢化が

顕著に進んでいる。当町では統合の幼稚園１園と保育所１所を設置し、それぞれ運

営しているが少子化と幼児施設の利用形態の変化により、規定に基づいたそれぞれ

の運営では幼児の成長過程及び受け入れ体制に支障を来たしている。 



当町の保育所と幼稚園は、同一敷地内に横並びに建てられ、中央に子育て支援セン

ターを擁し、連結（合築）されている。保育園舎における 3 歳児用の保育室の面積は

１９６．４㎡で９９人まで受け入れが可能である。現在の幼児数は５６人で今後９９

人以上になることは予想されないため児童福祉施設最低基準は満たすこととなる。ま

た、幼稚園舎における４、５歳児用の保育室の面積は３８０㎡で１９０人まで受け入

れが可能である。現在の幼児数は１３３人で今後１９０人以上になることは予想され

ないため同様に最低基準は満たすこととなる。さらに３歳未満児１０８人を受け入れ

るだけのスペース２６３．３１㎡が確保されており、全体的にも支障を来たさない状

況にある。 

合同保育の幼児数は１８９人（３歳５６人、４・５歳１３３人）で、最低基準によ

る保育士の配置数は８人となるが、認定後は９学級制とし９人の保育職員を配置する

ので基準を満たすこととなる。保育に従事する職員は保育士資格と幼稚園教諭免許を

併有していることとし、兼務の辞令を交付する。また、保育の指導計画作成にあたっ

ては当該保育職員間で協議し、保育所保育指針と幼稚園教育要領を適切に組み合わせ

て、偏重しないように配慮する。 

このようなことから、今回､特別区域の特例措置を適用することにより、保育所と

幼稚園の合同保育活動事業を実施し、集団のなかで幼児の豊かな人間性と社会性を

涵養し健全な発達を助長しようとするものである。 

 
 
 



別 紙 

 

1. 特定事業の名称 

  番 号  ９１６ 

名 称  保育の実施に係る事務の教育委員会への委任事業 

 

2. 当該規制の特例措置の適用を受けようとするもの 

千 畑 町 

 施設の設置主体：千畑町及び千畑町教育委員会 

 施設の規模  ：床面積 ４，０３１㎡（鉄筋コンクリート一部３階建て） 

 施設の所在地 ：秋田県仙北郡千畑町土崎字上野乙１７０番地１０ 

 

3. 当該規制の特例措置の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

4. 特定事業の内容 

  事業に関与する主体：  千畑町 

  事業が行われる区域：  千畑町の全域 

  事業の実施期間： 構造改革特別区域計画の認定を受けた日から 

  概     要： 構造改革特別区域計画の認定後、保育所と幼稚園が連結された

施設、千畑町幼児教育センターなかよし園において保育園所児

及び幼稚園児の合同保育活動の実施にあわせて、児童福祉法第

３２条第２項の規定にかかわらず、保育の実施に係る事務の全

部を千畑町教育委員会に委任し、幼児教育課の職員が幼稚園職

員室で事務を掌る。委任する事務内容は次のとおりである。 

           ・保育所の入所の決定について 

         ・保育所の定員を超えた場合における入所の選考について 

         ・保育所入所申し込みの勧奨ついて 

           ・保育所の状況等情報提供ついて 

            

5. 当該規制の特例措置の内容  

厳しい農業情勢の中で、兼業農家と共働き夫婦が増加し、過疎化と少子高齢化が

顕著に進んでいる。当町では統合の幼稚園１園と保育所１所を設置し、それぞれ運

営しているが少子化と幼児施設の利用形態の変化により、規定に基づいたそれぞれ

の運営では幼児の成長過程及び受け入れ体制に支障を来たしている。当町の保育所

と幼稚園は同一敷地内に横並びに建てられ、中央に子育て支援センターを擁し、連結（合



築）されている。 

保育所と幼稚園の合同保育活動事業と保育の実施に係る事務の教育委員会への

委任事業の特例措置が適用になることで、幼保の一体的運営がより一層充実したも

のとなる。入退園所窓口事務や運営事務体制が二つに区分されていることは、保護

者への重い負担であり、その効率化と合理化を求める声が大勢を占めている。この

ようなことから所轄福祉事務所、地域の児童委員、町福祉保健課との定期的な情報

交換、点検の場を設け、相談事項の紹介などを受けながら、連携を密にし、保育の

実施に係る事務を効率的且つ合理的に行うものである。これに伴い保育活動面、窓

口事務・運営面において、幼保の一体的運営が総合的に実現し、地域の子育て支援

に寄与するものである。 
 
 
 


